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Ｆ 建設自己資金・寄附金の証明書類                  

４１．区市町村等からの補助見込書 

                          ○ ○ ○ ○ 

                          令和  年  月  日 

 

    株 式 会 社  ○○○ 

     代表取締役 ○ ○ ○ ○  殿 

 

                    東京都○○区（市町村）長   印  

補 助 見 込 書 

 

株式会社○○○の特別養護老人ホーム建設に際し、「○○条例」及び「○○助成要綱」

に基づき○○資金として、下記のとおり補助を実施する。 

 

記 

 

  １ 特別養護老人ホームの施設整備費 

    金 ○○○○○○円 

    ただし、○○年度 ○○○○円、○○年度 ○○○○円 

    （○○年度から○○年度において、各年度○○○○円） 

 

  ２ 認知症対応型通所介護事業所の施設整備費 

    金 ○○○○○○円 

    ただし、○○年度 ○○○○円、○○年度 ○○○○円 

    （○○年度から○○年度において、各年度○○○○円） 

 

 

 

 

（注１） 補助等に関する根拠規定（条例、規則、要綱等）を添付すること。 

（注２） 協議書の提出時点で、区市町村長名の文書が提出できない場合は、所管部長

名の文書で構わないが、協議書確定時までには、区市町村長名での見込書を

提出すること。 

（注３） 原本ではなく、写しを提出すること。 

区市町村等から施設整備費等の補助

の見込がある場合、提出すること。 
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４２．令和３年度～令和５年度の決算書（オーナーが法人の場合のみ） 

  貸借対照表・損益計算書 ・キャッシュフロー計算書・財産目録を添付すること。 

※営業利益に赤字の年度がある場合は、当該年度の赤字理由と黒字化へ向けた改善状

況について記載し、提出すること（様式任意） 

 

４３．預金残高証明書 

(1) 本計画への充当額を有する口座の原本を提出すること（コピー不可）。 

(2) 令和３年～令和６年（第３回は令和４年～令和７年。詳細は、P.39「残高証明書

一覧表」内 下段「提出資料」参照。）の指定日付で、同一口座のものを提出する

こと。 

  (3) ３か年分の残高証明書と、それらの金額を口座別に一覧表にまとめたものを添付

すること。 

 (4) 「預金残高証明書一覧表（記載例）」において、「本計画への充当額」を記載した充

当元口座の数は可能な限り限定すること。「３４．通帳（写）」に記載のとおり財源の

確認のため、指定期間の通帳の写しの提出及び原本確認が必要となり、相当の事務負

担が生じるため、充当元口座は慎重に検討すること。 

(一覧表は、P.39「残高証明書一覧表」参照) 

 

４４．通帳（写） 

(1) 本計画に使用する予定の資金が入金されている通帳について写しを提出すること。 

(2) 通帳の写しは令和３年～令和６年（第３回は令和４年～令和７年。詳細は、P.39 

「残高証明書一覧表」内 下段「提出資料」参照。）の指定期間の取引が記帳されたペ

ージすべて及び表紙等（金融機関名、口座名、口座番号が分かるもの）を提出する

こと。 

(3) 協議書のヒアリング時には指定期間の通帳の原本確認を行うので、本計画への充

当額を有する口座の当該期間の通帳原本をすべて持参すること。 

(4) 建設のための財源と確認された自己資金については、補助金交付後に実施する収

入と施工会社等への支払の確認のため、補助内示前の検討委員会までに新施設用の

口座にまとめ、当該預金口座からの入出金を履行時まで行わないこと。 
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４５．オーナーへの寄附者一覧 

 

オーナー名　：　

寄附者名
及び

寄附団体名
職業

オーナー
との関係

寄附金額

寄 附 者 一 覧

財源（具体的に）
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４６．贈与契約書（写） 

 

贈 与 契 約 書 

 

 ○○○○（以下「甲」という。）と株式会社×××（以下「乙」という。）は、次のとお

り贈与契約を締結した。 

 

第１条 甲は、乙が計画している（仮称）特別養護老人ホーム☆☆☆☆園整備計画につい

て、金▼▼▼▼▼▼▼円を乙に贈与することを約し、乙はこれを承諾した。 

 

第２条 甲は、前条による贈与を東京都老人福祉施設整備費補助金の内示後１週間以内に

行うものとする。 

 

第３条 甲は、当該事業にかかる総経費が減額され又は補助金等が増額された場合であっ

ても第１条にかかる贈与を履行しなければならない。 

 

第４条 東京都老人福祉施設整備費補助金の内示が得られないときは、この契約を無効と

し、これにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求することができない。 

 

第５条 甲及び乙は、平成 19 年２月 15 日付社援基発第 0215002 号「社会福祉施設等施設

整備費に係る契約の相手方等からの寄付金等の取扱いについて」を遵守することと

する。 

 

第６条 この契約に定めていない事項については、甲、乙は誠意をもって協議のうえ決定

するものとする。 

 

   上記契約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名捺印のうえ各１通を所持す

る。 

 

  令和  年  月  日 

 

     甲  住所 

        氏名    ○○ ○○           実印 

 

     乙  住所 

        株式会社××× 代表取締役 ×× ××   実印 

 

 

 

 

 

作成例 

原則 
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４７．寄付者に便宜供与しない旨の誓約書 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

東京都知事 殿 

 

   

 オーナー名 

東京都新宿区○○二丁目○番○号 

株式会社 ○○○    

代表取締役 ○○ ○○  実印 

    

 

 

 

誓 約 書 

 

 株式会社 ○○○（以下、「当法人」という。）は、下記施設の整備を行うために当法人

に対して寄付を行った寄付者及びその関係者（以下、「寄付者等」という）と契約（寄付者

等に対する便宜供与を含む。）しないことを誓約いたします。 

上記誓約に違反した場合は、東京都から受ける補助金の全部又は一部を取り消されるこ

と（補助金の返還を行うこと）について承諾いたします。 

 

 

記 

 

１ 施設名 

  特別養護老人ホーム〇〇 

 

２ 整備予定地 

  東京都〇〇市〇〇三丁目〇番〇 

 

 

以上 
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４８．寄附理由書 

寄 附 理 由 書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

理由（具体的に） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏 名           実印 
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４９．寄附者の印鑑証明書 

 原本を提出すること（コピー不可）。 

 

５０．寄附者の預金残高証明書 

(1) 本計画への充当額を有する口座の原本を提出すること（コピー不可）。 

(2) 令和３年～令和６年（第３回は令和４年～令和７年。詳細は、P.39「残高証明書

一覧表」内 下段「提出資料」参照。）の指定日付で、同一口座のものを提出する

こと。 

  (3) ３か年分の残高証明書と、それらの金額を口座別に一覧表にまとめたものを添付

すること。 

 (4) 「預金残高証明書一覧表（記載例）」において、「本計画への充当額」を記載した充

当元口座の数は可能な限り限定すること。「３４．通帳（写）」に記載のとおり財源の

確認のため、指定期間の通帳の写しの提出及び原本確認が必要となり、相当の事務負

担が生じるため、充当元口座は慎重に検討すること。 

(一覧表は、P.39「残高証明書一覧表」参照) 

  

５１．寄附者の定款等（団体の場合のみ） 

 

５２．寄附者の役員会議事録（団体の場合のみ） 

   原本証明を行うこと。 

 

 

５３．寄附者の履歴事項全部証明書（登記簿謄本）（団体の場合のみ） 

 原本を提出すること（コピー不可）。 

 

５４．寄附者の決算書（団体の場合のみ） 

 直近のものから過去３年分を提出すること。 

 

 


